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○ 会計監査人の設置基準については、平成31年度から「収益20億円超又は負債40億円超」

まで引き下げる方向で検討を進めていたが、昨年秋に、関係団体から「会計監査を実施した

全法人に対して調査を行い、効果や課題を検証した上で対象範囲の拡大の検討を進めるべき」

との指摘があったことを受け、平成31年度からの引下げを実施しないこととした上で、下記

のとおり二段階で調査を行い、会計監査の効果や課題を把握した。

【第１次調査:会計監査実施法人】(対象542法人(回収率96％)、有効回答520法人)

（収益規模別内訳）※対象法人の「収益」「負債」はH28決算ベース

・「収益30億円超又は負債60億円超」 ：315 （平成29年４月より義務化）

・「収益20億円超又は負債40億円超」 ： 34

・「収益10億円超又は負債20億円超」 ： 51 (任意実施：205）

・「収益10億円以下又は負債20億円以下」：120

【第２次調査:収益10億円超の会計監査未実施法人】(対象1,686法人(回収率94%)、有効回答1,581法人)

（収益規模別内訳）※対象法人の「収益」「負債」はH28決算ベース

・「収益20億円超又は負債40億円超」： 258

・「収益10億円超又は負債20億円超」：1,323

社会福祉法人における会計監査の導入効果・課題に関する調査の趣旨
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1_効果があると感じた 2_一定の効果があると感じた 4_現時点で効果はないが、長期的には効果が期待できる

3_効果は限定的又はあまり効果なし 5_現時点で効果はなく、長期的にも効果は期待できない

１ 会計監査による効果
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ア．ガバナンス機能が強化された イ．効果的、効率的に法人経営
を行う環境が整った

ウ．法人構成員（役員、職
員）のコンプライアンス意識が向
上した

エ．適切な会計処理と適正な計
算書類の作成に役立った

オ．情報開示に対する説明責任
の遂行と信頼性の向上に貢献し
た

※ 6_不明 は除いている

いずれも７割を超える法人で「効果がある」「一定の効果がある」と回答している。

91.1％
81.4％ 84.5％

96.1％
91.7％

カ．不正の発見可能性が高ま
り、不正の抑止力になった

キ．法人内の規程の整備や業務処理の
統一が促進され、業務の改善に役立った

ク．コンサルティング的なサービス
の提供を受けた

ケ．役員や職員の学習の機会と
なった

88.4％ 86.0％

79.3％
85.3％

Ⅰ 第1次調査結果

n = 500法人n = 506法人 n = 498法人 n = 514法人 n = 506法人

n = 498法人 n = 500法人 n = 464法人 n = 497法人



２ 監査報酬の負担感の変化（監査実施前 → 実施後）
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監査報酬の負担感については、契約時に半数の法人が「かなりに重い」「重い」と回答してい
る。会計監査終了時では９割超で「満足」「相応」との回答となっている。

1_かなり

重いと感

じた

13%

2_重いと

感じた

33%

3_相応で

あると感

じた

50%

4_あまり重く

ないと感じた

4%

4_不満である

1%
3_やや不満

である

7%

2_相応であ

る

51%

1_満足であ

る

41%

費用対効果につい
て相応以上と感じ
たのは、９２％

契約時に負担が重
いと感じたのは、

４６％

監査契約時の負担感

（実施前）

監査終了時の満足度

（実施後）

n = 515法人 n = 516法人



３ 収益規模別(収益30億円台、20億円台、10億円台)の監査報酬の分布
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監査報酬の分布を収益規模別に比較すると、収益規模に応じてグラフのピークも低下する傾向に
ある。(【収益30億円台】300万円台後半→【収益20億円台】300万円台前半→【収益10億円台】100万円台前半)
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収益10億円台 収益20億円台 収益30億円台
（監査報酬、単位：万円）

※ 福祉基盤課調べ；今回の調査とは別の調査。
※ 定款に記載していない、任意の監査を含む。
※ 監査報酬50万円未満と649万円以上の法人は除外している。（少数の法人が広く分布しているため省略）
※ 客体数；収益30億円台：140法人 収益20億円台：35法人 収益10億円台 47法人

（法人数割合）



1_かなり

重かった

16%

2_重かった

37%

3_過度の負

担は無かっ

た

46%

4_軽かった

1%

監査終了時の負担感

４ 監査対応事務の負担感の変化（監査実施前 → 実施後）
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会計監査の対応に係る事務負担感については、監査実施前後でそれほど変化がなく、
（50%→53％）相応の事務負担があったことがわかる。

1_かなり重

いと感じた

18%

2_重いと感

じた

32%

3_相応であ

ると感じた

46%

4_あまり重くな

いと感じた

4%

監査契約時の負担感

※「5_わからない」はグラフから除いている

（実施前） （実施後）

事務負担感について
「かなり重かった」
「重かった」と回答し
た割合は、５３％

事務負担感につい
て「かなり重い」
「重い」と回答し
た割合は、５０％

n = 514法人 n = 517法人



５ 監査経験の有無による事務負担感の違い
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平成28年度に会計監査を受けていない法人は、59％が「かなり重かった」「重かった」と回答
しているが、同年度に任意で会計監査を受けていた法人では「かなり重かった」「重かった」 と回
答した割合が36％となっており、監査経験の有無によって負担感に差異が生じている。

1_かなり

重かった

8%

2_重かった

28%3_過度の負担

は無かった

61%

4_軽かった

3%

会計監査を受けた法人

1_かなり

重かった

19%

2_重かった

40%

3_過度の負担

は無かった

40%

4_軽かった

1%

会計監査を受けていない法人

事務負担感について
「かなり重かった」
「重かった」と回答し
た割合は、５９％

事務負担感について
「かなり重かった」
「重かった」と回答し
た割合は、３６％

会計監査に係る事務負担については、「所轄庁・会計専門家団体による法人への研修」「会計監査実施
法人から未実施法人へのノウハウ等の伝達機会の設定」等により、負担軽減を図る予定（P9参照）

n = 376法人 n = 141法人



１ 法人運営に関する課題について
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第１次調査において、約８割～９割の法人が会計監査の実施で効果があると回答した
①ガバナンス機能の強化
②法人構成員のコンプライアンス意識の向上
③適切な会計処理と適正な計算書類の作成
について、課題の重要度を聞いたところ、第２次調査においても8割を超える法人が（重要
な）課題であると認識している。

43%

46%

9%

2%

①ガバナンスの強化

38%

49%

11%

2%

②ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の向上

1_重要な課題である 2_課題である 3_大した課題ではない 4_課題ではない

40%

43%

12%

5%
③適切な会計処理

課題を感じたとの
回答は、８８％

課題を感じたとの
回答は、８６％

課題を感じたとの
回答は、８３％

n = 1,577 n = 1,576 n = 1,575

Ⅱ 第２次調査結果



２ 会計監査における事務負担の軽減策の要望割合について
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39.2%
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1_必要である 2_ある程度必要である 3_あまり必要でない 4_必要でない

① 「所轄庁や会計専門
家団体により法人に対し
事前に研修を実施する
こと」

② 「所轄庁が法人と会
計監査人のマッチングの
支援（情報提供）を
行うこと」

③「監査手続きの準備（予備
調査を含む）期間を確保でき
るよう、国が導入前にできるだけ
早く導入スケジュールを示すこと」

④「所轄庁が、会計監査未経
験の法人に対し、経験のある法
人によるノウハウの伝達、情報
共有のできる機会を設けること」

会計監査における事務負担の軽減策として考えられる４つの項目については、８割以上が
「（ある程度）必要である」と回答している。中でも「③の早く導入スケジュールを示すこと」につ
いては、98.1%と、特に高くなっている。

94.4％

82.7％

98.1％

86.8％

n = 1,540 n = 1,542 n = 1,549 n = 1,549
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会計監査に対する費用対効果の評価を見ると、収益20億円超の法人では全体の67％にお
いて「効果が高い」「効果が費用相応である」と回答している。
また、１次調査の回答で、任意で会計監査を実施している収益20億円超の法人（32法
人）では、94％が費用対効果において「満足」「相応」と回答している。

1_効果が

高いと感

じる

11%

2_効果が

費用相応

であると

感じる

56%

3_効果が

やや低い

と感じる

21%

4_効果が低い

と感じる

12%

収益20億円超又は負債40億円超

効果が費用相応
以上との回答
は、６７％

n = 252法人

３ 収益20億円超の法人に係る会計監査の費用対効果について

1_満足

である

38%

2_相応

である

56%

3_やや不

満である

6%

4_不満である 0%

（参考）１次調査対象法人の評価

効果が費用相応
以上との回答
は、９４％

n = 32法人


